
福岡市障がい者差別解消条例について

福岡市障がいを理由とする差別をなくし障がいのある人もない人も
共に生きるまちづくり条例

【資料４】
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条例の概要について
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条例の検討経緯

①H28.4 障害者差別解消法施行
②H28.7 福岡市保健福祉審議会へ諮問
③H28.8～H29.3

福岡市障がいを理由とする差別を解消するための条例検討会議
（全８回）※有識者４名，当事者６名，事業者３名，市民等５名で構成

④H29.9～11
福岡市保健福祉審議会障がい者保健福祉専門分科会（全２回）

⑤H29.12 福岡市議会（第２委員会）報告
⑥H30.1～2 パブリック・コメント，タウンミーティング（2/2）

⑦H30.4 福岡市保健福祉審議会障がい者保健福祉専門分科会
⑧H30.5 福岡市保健福祉審議会総会 答申
⑨H30.6 福岡市議会 条例案可決
⑩H31.1 施行



１ 障がいを理由として不当な差別的取扱いを行うことは重大な人権侵害で

あること

２ 障がい者との交流を通じた相互理解を深めること

３ 障がい者への合理的配慮の考え方を広く事業者や市民に啓発することが
重要であること

４ 差別をする側とされる側とに分けた対立構造とするのでなく，相互の立場を

踏まえた建設的な対話を行うことが重要であり，それを踏まえた相談体制
を構築すること

５ 差別に関する紛争が発生してしまった場合に備えて，実効性のある紛争解
決手段を構築すること
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条例の基本的な考え方



条例の規定の概要

【基本理念】（第６条関係）

・すべての障がい者が，基本的人権を享有する個人としてその尊厳を
重んぜられ，その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有するこ
と。

・何人も，障がいを理由とする差別により障がい者の権利利益を侵害
してはならないこと。

・合理的配慮を行うことが促進される必要があること。
・何人も，障がい者との交流を通じて理解を深めていくこと。
・建設的な対話を行うことにより紛争を解決することを基本とするこ

と。 等

【相談体制】（第11条・第14条関係）

・「身近さ」と「専門性」が両立するような相談体制を整備
・障がい者本人だけでなく，家族や関係者，事業者の側からも相談
が可能

【不当な差別的取扱いの禁止と合理的配慮の提供】
（第７条・第８条関係）

・市及び事業者は，不当な差別的取扱いをしてはならない
・市は，合理的配慮をしなければならない
・事業者は，合理的配慮をするように努めなければならない

【市の基本的な施策】（第９条～第13条関係）

・障がいや障がい者等の理解を深めるための啓発活動等の実施
・障がい者と障がい者でない者の交流の推進に必要な施策の実施
・差別の解消に関する施策を実施するための必要な財政上の措置 等

【指導・紛争解決体制】（第15条～第31条関係）

・市による指導・助言等の実施
・附属機関の設置

＜福岡市障がい者差別解消推進会議＞
差別解消に関する施策の調査審議，市が指導・助言を行うべきか
否かの意見等

＜福岡市障がい者差別解消審査会＞
市が勧告を行うべきか否かの意見

※ なお，附則で「３年後の条例の見直しの規定」を置いており，社会に
おける合理的配慮の浸透の状況等を踏まえ，規定の見直しを検討して
いく予定

【責務・役割】（第３条～第５条関係）

・市：障がいや障がい者等に対する理解の促進を図り，差別解消施策
を実施

・事業者：差別解消の取組みを積極的に行い，市の施策に協力するよ
う努める

・市民：差別をなくし，共に生きる社会の構築に寄与するよう努める
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障がいを理由とする差別について
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障がい者とは

身体障がい，知的障がい，精神障がい，発達障がい，難病そ
の他の心身の機能の障がい（以下「障がい」と総称する。）が

ある者であって，障がい及び社会的障壁により継続的，断

続的又は周期的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける
状態にあるものをいう。
（条例第２条第１号）

○条例における「障がい者」の定義

障がいとは，本人の医学的な心身の機能の障がいを指すもので
はなく，社会における様々な障壁との相互作用によって生じるもの

社会モデル
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「社会モデル」とは

障がい者が日常生活又は社会生活において受ける制限は、心身の
機能の障害のみに起因するものではなく、社会における様々な障壁
（事物、制度、慣行、観念その他一切のもの）と相対することによっ
て生ずるものとする考え方。

障がいがある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような
社会における事物，制度，慣行，観念その他一切のものをいう。
（条例第２条第２号）

①社会における事物（通行，利用しにくい施設，設備など）
②制度（利用しにくい制度など）
③慣行（障害のある方の存在を意識していない慣習，文化など）
④観念（障害のある方への偏見など） など

○「社会モデル」の考え方

○社会における様々な障壁＝「社会的障壁」 とは
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「社会的障壁」 とは？

障がいのある方にとって、日常生活や社会生活を送る上で障壁となるようなものを
指します。



（平成29年11月 内閣府「障害者差別解消法【合理的配慮の提供等事例集】」より） 9



10（平成29年11月 内閣府「障害者差別解消法【合理的配慮の提供等事例集】」より）
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（平成29年11月 内閣府「障害者差別解消法
【合理的配慮の提供等事例集】」より）
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障がいを理由とする差別の定義

○障がいを理由とする差別の定義

客観的に正当かつやむを得ないと認められる特別の事情がないに

もかかわらず，不当な差別的取扱いを行い，又は合理的配慮
をしないことをいう。

（条例第２条第３号）

条例で（差別解消法でも）
「不当な差別的取扱い」と「合理的配慮の不提供」を禁止
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条例による規制の内容

理念：何人も，障がいを理由とする差別（不当な差別的取扱
いと合理的配慮の不提供）により障がい者の権利利益
を侵害してはならない

規制の対象を具体化（条例第７条，第８条）

・市及び事業者は，不当な差別的取扱いをしてはならない
・市は，合理的配慮をしなければならない
・事業者は，合理的配慮をするように努めなければならない
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不当な差別的取扱い①－定義
○「不当な差別的取扱い」とは

正当な理由なく，障がいを理由として，障がい者でない者と異な
る不利益な取扱いをすることをいう。 （条例第２条第４号）

市及び事業者について，不当な差別的取扱いをしてはならない旨を規定し，
特に障がい者との関係が深い分野について，禁止事項を例示列挙 （条例第７条）

正当な理由なく，障がいを理由として，財・サービスや各種機会
の提供を拒否，場所・時間帯などを制限，障がい者でない者に対
しては付さない条件を付けることなど



15

不当な差別的取扱い②－「正当な理由」とは

○「正当な理由」の判断の視点

● その取扱いが，客観的に見て正当な目的によって行われ，その目的に
照らしてやむを得ないといえる場合は，正当な理由にあたる。

● 個別の事案ごとに，障がい者，事業者，第三者の権利利益（例：安全
の確保，財産の保全，事業の目的・内容・機能の維持，損害発生の防止
等）及び行政機関等の事務・事業の目的・内容・機能の維持等の観点に
てらしあわせ，具体的場面や状況に応じて総合的・客観的に判断。

● 正当な理由があると判断した場合，その理由を説明するものとし、理
解を得るよう努める。



不当な差別的取扱い③－例
○不当な差別的取扱いにあたると想定される事例

◆身体障害者補助犬法に基づく盲導犬、聴導犬、介助犬の帯同を理由として乗車を
拒否する。【鉄道・タクシーなど】

◆宅建業者が、賃貸物件への入居を希望する障害者に対して、障害があることを理由
に、賃貸人や家賃債務保証会社への交渉等、必要な調整を行うことなく仲介を断る。
【不動産業】

◆障害者について、ツアー中の介助、補助その他の支援措置が必要ない、又は、支援
措置が必要であるとしても、添乗員等において対応可能な医学的、専門的知識を要し
ない軽微な措置で足りるにもかかわらず、一律に、ツアーへの参加を拒否したり、旅程
の一部に制限を加える、又は、介助者の同行をツアー参加の条件とする。【旅行業】

◇車内が混雑していて車いすスペースが確保できない場合、車いす使用者に説明し

た上で、次の便への乗車をお願いする。【路線・高速バス】

◇車いすからタクシー座席への移乗等にあたって、介助人がおらずタクシードライ

バーだけでは対応ができない場合は乗車を断る。【タクシー】

◇車いす使用者に対して、最初の搭乗および最後の降機を依頼する。【航空】

○正当な理由があるため，不当な差別的取扱いにあたらないと考えられる事例

16
（平成29年３月 国土交通省「国土交通省所管事業における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針」より）



17

合理的配慮①－定義
○「合理的配慮」とは

障がい者の性別，年齢及び障がいの状態に応じた社会的障壁の除
去のための必要かつ合理的な現状の変更又は調整をいう。

（条例第２条第５号）

社会的障壁を除去するための必要かつ合理的な取り組みであ
り、その実施に伴う負担が過重でないもの。

事業者の事務・事業の目的・内容・機能に照らし、必要とさ
れる範囲で本来の業務に付随するものに限られる。

※目的・内容・機能の本質的な変更には及ばない。

障害の特性や具体的場面・状況に応じて異なり，多様かつ個
別性が高く，社会的障壁の除去の手段及び方法について，過重
な負担であるかの要素を考慮し，代替措置の選択も含め，双方
の建設的対話による相互理解を通じて，必要かつ合理的な範囲
で，柔軟に対応がなされるもの。

具体的には
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合理的配慮②－「過重な負担」とは

←（平成29年11月 内閣府「障害者差別解消法
【合理的配慮の提供等事例集】」より）

○「過重な負担」の考え方
● 個別の事案ごとに，以下の要素等を考慮し，具体的場面や状況に応じ

て総合的・客観的に判断。
➣ 事務・事業への影響の程度（事務・事業の目的・内容・機能を損な

うか否か）
➣ 実現可能性の程度（物理的・技術的制約，人的・体制上の制約）
➣ 費用・負担の程度
➣ 事務・事業規模
➣ 財政・財務状況

● 過重な負担にあたると判断した場合，その理由を説明するものとし、
理解を得るよう努める。
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合理的配慮③－例
○合理的配慮の具体例

○事業者のための対応指針 ほか
【対応指針】主務大臣が所管分野ごとに，事業者の適切な対応・判断に資するため作成
【合理的配慮サーチ】内閣府のホームページにおいて，合理的配慮等の具体的な事例を紹介

http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/jirei/

● 車椅子利用者のために段差に携帯スロープを渡す
● 高い所に陳列された商品を取って渡す

物理的環境への配慮

● 筆談や簡単な手話によるコミュニケーション
● 文字情報の読み上げ
● 分かりやすい表現を使った説明

意思疎通の配慮

● 研修会などにおいて，障がいの特性に応じた休憩時間の調整
● 障がいの特性に応じた座席の調整

ルール・慣行の柔軟な変更

双方の建設的対話
による相互理解を通じて
必要かつ合理的な範囲で

柔軟に対応
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合理的配慮④－対話の際に避けるべき言葉

合理的配慮の提供における留意点（対話の際に避けるべき言葉）

（平成29年11月 内閣府「障害者差別解消法【合理的配慮の提供等事例集】」より）

「先例がありません」
⇒障害者差別解消法が施行されており、先例がないことは断る理由になりません。

「特別扱いできません」
⇒特別扱いではなく、障害のある人もない人も同じようにできる状況を整えること
が目的です。

「もし何かあったら」
⇒漠然としたリスクでは断る理由になりません。どのようなリスクが生じ、そのリス

ク低減のためにどのような対応ができるのか、具体的に検討する必要がありま
す。

「その障害種別ならば」
⇒同じ障害種別でも程度などによって適切な配慮が異なりますので、一括りにしな
いで検討する必要があります。（盲／弱視、ろう／難聴、全身／半身など）



「対応指針」等
障害者差別解消法（障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律）

○「対応指針」 ： 事業者向け

・主務大臣が所管分野ごとに，事業者の適切な対応・判断に資する
ため作成

○「対応要領」 ： 行政機関の職員向け

・行政機関の職員の服務規律の一環として作成
・地方自治体の作成は努力義務
平成29年４月時点で全国の約65％の自治体で作成，指定都市は全て作成済

福祉分野における事業者が講ずべき障害を理由とする
差別を解消するための措置に関する対応指針

厚生労働省 「福祉事業者向けガイドライン」

例

○雇用の分野は別の法律
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相談体制について
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相談体制 条例の規定①

差別に関する紛争の防止・解決のためには，建設的対話が重要
・「身近さ」と「専門性」が両立するような相談体制を整備
・障がい者本人だけでなく，家族や関係者，事業者の側からも相談が可能

○相談体制の充実

市は，第６条の基本理念にのっとり，障がいを理由とする差別に関する相談
に的確に応じるための体制の充実を図るものとする。

市は，前項の体制を整備するに当たっては，当該体制が次の各号のいずれに
も該当するよう考慮するものとする。

(1)相談をする人にとって身近に相談窓口があること。
(2)障がい及び障がい者に関し専門的知識を有する者が相談を受けること。

（条例第11条）
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相談体制 条例の規定②
○相談

障がい者及びその家族その他の関係者又は事業者は，市に対し，障がい
を理由とする差別に関する相談（以下，個別相談）をすることができる。

市は，個別相談を受けた場合は，必要に応じて次に掲げる対応を行うも
のとする。

(1)必要な説明，情報の提供その他の障がいを理由と

する差別を解消するために必要な支援

(2)個別相談に係る事案の関係者間の調整又はあっせん

(3)関係行政機関に対する通告，通報その他の通知

(4)市長への申出をするために必要な支援

（条例第14条，要綱第２条）

福岡市障がい者110番で対応

（１）は区障がい者基幹相談支援セ
ンターでも対応
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福岡市障がい者110番
社会福祉法人福岡市身体障害者福祉協会に障がい者差別解消相談窓口業務を委託（平成28年度より）

福岡市障がい者110番は、障がい者の権利擁護にかかる相談や障がいを理由とする差別に関する
相談に対応するため､常設相談窓口を設置し、電話・FAX・面接等により無料で相談をお受けする相談
窓口です。

○対象者
福岡市所在の事業主及び福岡市在住の障がい者及び家族等からの相談をお受けしております。

○受付時間
9：00～17：00（月～金）、第1・第3土曜日9：00～12：00 

一般 専任の相談員による相談です。

定期相談
弁護士・精神保健福祉士による相談です。
＊精神保健福祉士：第1水曜日13:00～15:00
＊弁護士：第2・第3・第4木曜日13:00～15:00（要予約）

場 所：福岡市中央区荒戸３-３-３９（福岡市市民福祉プラザ４階）
電話：７３８－００１０，FAX：７３８－００１０
E-mail：shougai110＠c-fukushin.jp
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相談の状況
○障がい者110番の相談件数（差別関係）

平成28年度 31件 平成29年度 22件 （対前年度▲９）

総件数 （不差） （合配） 総件数 （不差） （合配）

福祉 3 (0) (3) 0 (0) (0) 
医療 2 (1) (1) 1 (1) (0) 
行政 5 (0) (5) 4 (2) (2) 
不動産・住まい 6 (3) (3) 1 (1) (0) 
交通 3 (1) (2) 2 (0) (2) 
サービス(福祉を除く） 3 (1) (2) 10 (8) (2) 
労働 6 (3) (3) 3 (2) (1) 
その他 3 (1) (2) 1 (1) (0) 

計 31 (10) (21) 22 (15) (7) 

平成28年度 平成29年度
分野

年度

総件数 31 事業者への助言 14 事業者による改善策の実施又は検討 11
（不当な差別的取扱い） (10) 関係機関の紹介 0 相談者への説明により納得 5
（合理的配慮） (21) 相談者からのヒアリングのみ 12 相談者に説明したが納得せず 10

その他 5 その他 5
総件数 22 事業者への助言 11 事業者による改善策の実施又は検討 8

（不当な差別的取扱い） (15) 関係機関の紹介 3 相談者への説明により納得 10
（合理的配慮） (7) 相談者からのヒアリングのみ 7 相談者に説明したが納得せず 3

その他 1 その他 1

平成29年度

平成28年度

件数 110番の対応 終結の態様
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相談対応の例①
○ 事例１ 補助犬同伴を理由とした入店拒否

（１）相談内容

福岡市内の居酒屋に補助犬を伴い入店しようとしたところ（補助犬であるこ
との証明書を提示した上で），「お店のルールとして入店させることはできな
い」と断られた。障害者差別解消法の規定に違反するのではないか。

（２）障がい者110番の対応

事業者に確認を行ったところ，身体障害者補助犬法や障害者差別解消法につ
いて把握しておらず，飲食店であるため衛生面を考えて断ったとのこと。

法律について説明したところ理解を示され，今後は社内研修を行い周知徹底
をしていただけることとなった。
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相談対応の例②
○ 事例２ コンサート会場における合理的配慮

（１）相談内容

市内のコンサート会場で，入場開始前にスタッフが来場者を点字ブロック上
に並ばせていた。これは障がいのある方に対する配慮が足りないのではないか。

（２）障がい者110番の対応

当該会場の管理部門へ問い合わせを行い，コンサート主催者へ合理的配慮の
徹底を行ってもらうことを要望。



29

指導・紛争解決体制について
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相談・紛争解決のフロー
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指導・紛争解決体制
・市による指導・助言等の実施（条例制定により，主務大臣にある行政指導の権限を市

に付与）
・専門的意見を聞きながら取組みを進めるための附属機関を２つ設置

①福岡市障がい者差別解消推進会議：差別解消に関する施策の調査審議，市が
指導・助言を行うべきか否かの意見等

②福岡市障がい者差別解消審査会：市が勧告を行うべきか否かの意見

○福岡市障がい者差別解消審査会の所掌事務

審査会は，第17条の規定による諮問(※)に応じ，当該諮問に係る事案について
調査審議を行う。

※第17条の規定による諮問：指導・助言を受けた事業者が正当な理由なく当該指導・助言に従わな
かった場合に市長が諮問

（条例第27条。第26条～第31条に「審査会」に関する規定）
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